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一般社団法人航空貨物運送協会（JAFA）

○ １９９１年６月、国際・国内の航空貨物輸送に関わる航空フォワーダーより構成される団体として設立

○ ２０２６年８月現在 正会員（※） １２８社
※ 航空貨物利用運送事業の許可等を受けた者またはIATA代理店

○ 会長 山中哲也 ㈱近鉄エクスプレス 代表取締役社長

２. 会員企業の輸送取扱実績

１. 協会の概要

２０２５年度 輸出取扱

８３．６万トン（混載貨物）
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１. 国際航空貨物輸送における貨物の取扱種別等

（１）混載貨物
荷主から運送委託を受けた貨物を、同一タイミングで、同一レーンの、原則、同一機材に搭載可能なもの毎に、混載貨物として仕立て、
自らの貨物として、航空会社に運送を委託。
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航空フォワーダ―事業は、航空運賃の運賃体系、Chargeable Weightの適用、長期・ブロックスペース契約等により、エアラインから
のスペース調達費用と荷主への販売収益との差により利益を得るビジネスモデル

有識者会議における議論について
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【利用運送】 【実運送】【（真）荷主】

actual shipper contracting carrier / contracting shipper actual carrier

HAWB（House Air Waybill） 発行



荷主から依頼のあった貨物を、混載せずに、そのまま、航空会社に運送委託
（混載に適さない貨物、着地にフォワーダーの代理店等がない場合 等）

荷主 航空会社

DAWB（Direct Air Waybill） 発行

（２）直送貨物

（３）Chargeable Weight（運賃適用重量）

航空運賃計算の基礎となる重量は、混載貨物、直送貨物いずれも、Chargeable Weight（「実重量」と「容積重量」の大きい方）が適用
される。

燃油サーチャージも、Chargeable Weightを適用。

運送委託

航空フォワーダー

有識者会議における議論について
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２. 本検討会における今後の議論に関して

① 重量ベースの課金が想定されるが、貨物１kg当たりどのようなイメージの金額となるのか。

② SAF供給の拡大に伴い、負担額が段階的に引き上げられるのか。

③ SAF値差支援のための利用者負担を、「旅客」（旅客便を利用）と「貨物」（貨物便と旅客便を利用）の間で、どのよ
うに按分するのか？

有識者会議における議論について
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有識者会議のこれまでの議論では、以下のような利用者負担の流れが念頭にあるものと考えられる。

航空貨物について、 荷主への料金の転嫁は、各フォワーダーの判断事項であるが、

協会事務局として、今後の議論に関し、関心・懸念事項や、関係者との個別の意見交換の中で、これまで
に得られた意見を列挙すると、以下のとおり。
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④ SAF価格の変動も前提に、総体としての利用者負担が、値差支援に充当されていることが、費用負担する利用者
に、どのように情報開示されるのか。

⑤ 『利用する航空会社や、国内対象空港における給油の有無等に関わらず、国内対象空港毎、あるいは、国内一
律の負担が課される』のか、
『国内対象空港における給油の有無や給油量の多寡等により、航空会社毎に、異なる料金が課される』のか。
いずれの場合も、負担についての荷主の反応が想定される。

⑥ SAF利用促進に関し、エアラインやフォワーダーが実施してきた既存の荷主のScope3の環境負荷削減のための
取り組みとの関係は、どう整理されるのか。

⑦ Scope3の環境負荷削減の環境価値計算上は、GHGプロトコルの原則を踏まえ、「実重量」が使用されている。
本利用者負担額の計算に当たっての「重量」は何が適用されるのか。

有識者会議における議論について
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前者の場合

「自らの貨物の輸送にSAF燃料が使用されていないのに、負担を求められるのか。」

「Scope3の環境負荷削減の取り組みでは、自らの貨物の輸送にSAF燃料が使用されるか否かに関わらず、コスト負担に
応じた環境負荷軽減の証明が得られるというメリットがある。」

後者の場合 「料金転嫁を行う航空会社を選択するのは、航空フォワーダーであり、航空フォワーダーが負担すべきではないか」



（今後の検討の方向性に関し、これまでに得られた意見）

① 航空フォワーダ―を介した料金の転嫁システムでは、航空フォワーダ―間の競争や、荷主との運賃・料金交渉の
中で、荷主に確実な転嫁が図れないおそれ。

② 運賃等の「物流費」と切り離し、徴収・管理主体が、直接、（真）荷主に課金するシステムとできないのか。
（例 徴収・管理主体による、NACCS情報の活用や、航空フォワーダ―が提供する（真）荷主毎の重量情報・仕向地情報の利用 等）

③ 航空フォワーダ―を通じた課金システムになる場合は、競争原理とは別の世界で費用負担が図られるよう、SAF
値差支援のための料金の徴収や支払いを公租公課的なものとして義務化することや、公正取引の観点から、荷主
に負担義務があるコストであることを関係行政機関から強く周知・指導することを、検討いただきたい。

特に、一律の料金を荷主に課金することが求められる場合は、国内の独占禁止法等との関係のみならず、諸外国
との関係においても、問題が生じないよう、ルール化・必要な措置を講じてほしい。

④ 制度設計内容によっては、航空フォワーダ―に、システム改修等の新たな費用負担が発生する可能性あり。
（例 適用重量によるAWB発券のためのシステム改修、徴収・管理主体に対する荷主情報の提供システムの構築 等）

⑤ 自発的な取り組みと義務的な負担の差異はあったとしても、荷主が企業活動の中でコスト負担を行うことにメリッ
トが感じられる仕組みが必要ではないか。

⑥ いずれにせよ、現行燃油サーチャージ同様の航空燃料に関わる新規の追加負担であり、荷主の理解醸成のため、
国において、制度の趣旨や負担の必要性等についての直接的かつ丁寧な説明が必要 と思料。

有識者会議における議論について

-６-



SAFに関する会員企業の取り組み（例）
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NXグループ

NIPPON EXPRESSホールディングス株式会社（社長：堀切智）は、持続可能な
航空燃料SAFから得られる環境価値を購入し、お客様のサプライチェーンに
おけるCO2排出量を削減できる航空輸送サービス「NX-GREEN SAF Program」
の日本でのサービス提供を開始しました。2023年7月にNX欧州でサービスをス
タートした「NX-GREEN SAF Program」は、NXグループが提供するすべての
航空輸送サービスで利用できるカーボンインセットプログラムです。

2024/04/10

～サステナビリティ経営と事業の連携を通じ、サプライチェーン全体の脱炭素
化を推進～

NIPPON EXPRESSホールディングス株式会社（社長：堀切智）と日本通運
株式会社（社長：竹添進二郎）は、10月31日（金）、東京・大手町プレイスに
て「NXサステナブル・ソリューションフォーラム『未来を運ぶ―お客様と共
にScope3削減へ』」を開催しました。会場には企業のサステナビリティ担当
者を中心とした約140名が来場し、サプライチェーン全体のCO2排出削減に向
けて、最新動向や具体的なソリューションに関する事例紹介が行われました。



Book&Claim方式によるSAF program 
Alternative Fuel Air

郵船ロジスティクス㈱
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SAFに関する会員企業の取り組み（例）



SAFに関する会員企業の取り組み（例）
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㈱近鉄エクスプレス



SAFに関する会員企業の取り組み（例）

東京都公表資料
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